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［現代社会学部紀要　16巻１号，Ｐ41－46（2018）（一般論文）］
１．はじめに
　2007年改正学校教育法等の施行により、日本の
障害児教育政策は特殊教育から特別支援教育へと
転換してから10年経過した。その間、2014年日本
政府は「障害者権利条約」を批准したことによ
り、同条約で提唱されているインクルーシブ教育
理念の具現化に向けインクルーシブ教育システム
構築を政策課題として掲げ進められている。な
お、インクルーシブ教育を目指す特別支援教育制
度は国の障害者政策の一環として位置づけられて
いるため、障害者政策の理念、方向性、経緯等を
踏まえながら検討することが求められる。
　そのため、本稿では特別支援教育制度導入の経
緯及びその後の動向を概観するとともに国の障害
者政策の動向、歴史的経緯等を踏まえながら、今
後のインクルーシブ教育システム構築に向けた特
別支援教育の今後の方向性について検討すること
を目的とする。
２．特別支援教育制度をめぐる近年の動向
　障害者の権利に関する条約が2006年12月第61回
国連総会において採択され、2008年５月に発効し
た。日本政府は2007年９月に同条約に署名し、そ
の後国内における障害者権利条約の実施に向けた
検討を進めるため、2009年12月、内閣総理大臣を
本部長とし、文部科学大臣も含め全閣僚で構成さ
れる「障がい者制度改革推進本部」が設置され、
当面５年間を障害者制度改革の集中期間と位置付
け、改革の推進に関する総合調整、改革推進の基
本的な方針の案の作成及び推進に関する検討等を
行うこととされた。この障がい者制度改革推進本
部の下に、障害者施策の推進に関する事項につい
て意見を求めるために「障がい者制度改革推進会
議」が設置され、2010年に同会議による第一次意
見、第二次意見が取りまとめられ、それを踏まえ
2011年８月に障害者基本法が改正され、教育につ
いては、第16条において障害児が十分な教育が受
けられるようにするため可能な限り共に教育を受
けられるよう配慮すること、本人、保護者の意向
を可能な限り尊重することなどの内容が盛り込ま
れた。
（教育）
第十六条　国及び地方公共団体は、障害者が、そ
の年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏まえ
た十分な教育が受けられるようにするため、可能
な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない
児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮し
つつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る
等必要な施策を講じなければならない。
２　国及び地方公共団体は、前項の目的を達成す
るため、障害者である児童及び生徒並びにその保
護者に対し十分な情報の提供を行うとともに、可
能な限りその意向を尊重しなければならない。
３　国及び地方公共団体は、障害者である児童及
び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び
共同学習を積極的に進めることによって、その相
互理解を促進しなければならない。
４　国及び地方公共団体は、障害者の教育に関
し、調査及び研究並びに人材の確保及び資質の向
上、適切な教材等の提供、学校施設の整備その他
の環境の整備を促進しなければならない。
 （障害者基本法）
　また、2014年障害者総合支援法の施行、2013年
「障害者差別解消法」の制定等、国内における条
件整備を進めてから日本政府は2014年障害者権利
条約を批准した。
　日本における障害児を対象とする教育の動向と
して、学校教育法施行規則の一部改正（平成18年
４月施行）、学校教育法等の一部改正（平成19年
４月施行）を行い2007年に施行され、特別な場で
教育を行う「特殊教育」から一人一人のニーズに
応じた適切な指導及び必要な支援を行う「特別支
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援教育」に転換された。特別支援教育への制度転
換における新しい障害児教育の方向性や制度の在
り方は、文部科学省の有識者会議報告「今後の特
別支援教育の在り方について（最終報告）」、それ
を受けた中央教育審議会の「特別支援教育を推進
するための制度の在り方について（答申）」等を
経て具現化されてきたが、「最終報告」は、新し
い障害児教育の方向性について、「障害の程度等
に応じ特別の場で指導行う『特殊教育』から障害
のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて
適切な教育的支援を行う『特別支援教育』への転
換を図る」としている。同報告書はそれまでの特
殊教育を「障害の種類や程度に対応して教育の場
を整備し、そこできめ細かい教育を効果的に行う
という視点で展開されてきた」と評価したうえ
で、情勢の変化に対応した新しい制度の構築が必
要であるとした。同報告書が上げる障害児教育を
めぐる情勢の変化とは、養護学校や特殊学級に在
籍している児童生徒及び通級による指導を受けて
いる者が造塊していること、通常の学級において
も 学 習 障 害（LD）、 注 意 欠 陥/多 動 性 障 害
（ADHD）高機能自閉症により特別な教育的支援
を必要とする児童生徒への対応が求められている
こと、盲・聾・養護学校に在籍する児童生徒の障
害の重度・重複化が進んでいること等である。
2006年６月の法改正における特殊教育から特別支
援教育への転換による主な変更点は下記の通りで
ある。
① 複数の障害種別に対応した教育を行うため、盲
学校、聾学校及び養護学校を特別支援学校に一
本化した。
② 特別支援学校は、在籍児童生徒等の教育を行う
だけではなく、小中学校等に在籍する障害のあ
る児童生徒等の教育について、必要な助言・援
助を行うよう努めることとされた。
③ 小中学校等においても、発達障害を含む障害の
ある児童生徒等に対して適切な教育を行うこと
が、法律上明確に規定された。
④ 従来の盲学校、聾学校及び養護学校ごとの教員
免許状を、特別支援学校の教員免許状に一本化
した。
　障害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障
害者の固有の尊厳の尊重を促進するため、2006年
国連で採択された「障害者権利条約」の第24条に
は、教育についての障害者の権利を明確に認め、
障害者を包含するあらゆる段階の教育制度及び生
涯学習を確保することが謳われている。インク
ルーシブ教育とは「人間の多様性の尊重等を強化
し、障害のあるものがその能力等を最大限に発達
させ、社会に効果的に参加することを可能とする
ため、障害のあるものと障害のない者とが共に学
ぶ仕組み」のことである。インクルーシブ教育の
推進については障害者権利条約が批准される前の
2012年中央教育審議会初等中等教育分科会により
「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ
ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）」
を取りまとめられ、就学相談、就学先決定のあり
方、合理的配慮、多様な学びの場の整備、教職員
の専門性向上等、共生社会の形成に向けたインク
ルーシブ教育システムの構築のための特別支援教
育の推進が提案された。このようにこの報告には
今後の日本におけるインクルーシブ教育システム
構築に向けた考え方、取り組みの方向性を示され
た。さらに、2013年９月「学校教育法施行令の一
部改正」により、「認定就学」制度の廃止、本人
及び保護者の意向を可能な限り尊重する総合的判
断の導入等、就学制度の改正が行われた。
３．インクルーシブ教育システム構築に向けた特
別支援教育の課題
　文部科学省から2007年４月１日に通知された
「特別支援教育の推進について」の中で、特別支
援教育とは「障害のある児童生徒の自立や社会参
加に向けた主体的取組を支援するという視点に立
ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握
し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を
改善または克服するため、適切な指導及び必要な
支援を行うものである。」としている。特別支援
教育は「これまでの特殊教育の対象の障害だけで
なく、知的な遅れのない発達障害を含めて、特別
な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍するすべ
ての学校において実施されるものとする。」さら
に、特別支援教育は「障害のある幼児児童生徒へ
の教育にとどまらず、障害の有無やその他の個々
の違いを認識しつつ、様々な人々が生き生きと活
躍できる共生社会の形成の基礎となるものであ
り、我が国の現在及び将来の社会にとって重要な
意味を持っている。」とされた。
　また、その通知の元となった中央教育審議会の
「特別支援教育を推進するための制度の在り方に
ついて（答申）」の中には、「我が国が目指すべき
社会は、障害の有無に関わらず、誰もが相互に人
格と個性を尊重し支え合う共生社会である。その
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実現のため、障害者基本法や障害者基本計画に基
づき、ノーマライゼーションの理念に基づく障害
者の社会への参加・参画に向けた総合的な施策が
政府全体で推進されており、その中で、学校教育
は、障害者の自立と社会参加を見通した取り組み
を含め、重要な役割を果たすことが求められてい
る。その意味で、特別支援教育の理念や基本的考
え方が、学校教育関係者をはじめとして国民全体
に共有されることを目指すべきである」としてい
る。
　さらに、中央教育審議会初等中等教育分科会に
より「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教
育システム構築のための特別支援教育の推進（報
告）」において、「特別支援教育は、共生社会の形
成に向けて、インクルーシブ教育システム構築の
ために必要不可欠なものである。そのため、特別
支援教育を発展させていくことが必要である。」
としており、インクルーシブ教育システムの構築
は全ての学校で取り組む必要のある課題であるこ
とについて全ての教員が理解を深め、特別支援教
育に関する専門性を高めるとともに、学校全体で
特別支援教育への対応を充実させていくことが求
められていると指摘している。また、インクルー
シブ教育システムを構築するためには、障害のあ
るものとない者とが同じ場で共に学ぶことを追求
するとともに、個別の教育的ニーズのある子供に
対し、自立と社会参加を見据え、その時々で教育
的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、
多様な柔軟な仕組みを整備することが重要で、そ
のためには通常の学級、通級による指導、特別支
援学級、特別支援学校といった、子供の多様な教
育的ニーズに対応できる学びの場を充実すること
により、子供たち一人一人の十分な学びを確保し
て行くことが必要であると指摘している。さら
に、特別委員会報告では、一人一人の教育的ニー
ズを把握するため、医療、保健、福祉、労働等の
関係機関との連携を強化するなど社会全体の様々
な機能を活用することを提言している。共生社会
の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構
築のための特別支援教育の推進について以下のよ
うに整理されている。「１．共生社会形成に向け
て」以下、具体的な内容として、「2．就学相談・
就学先決定の在り方について」「3．障害のある子
どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮
及びその基礎となる環境整備」「4．多様な学びの
場の整備と学校間連携等の推進」、「5．特別支援
教育を充実させるための教職員の専門性向上等」
が示されている。共生社会の形成に向けた今後の
進め方としては、施策を短期（「障害者の権利に
関する条約」批准まで）と中長期（同条約批准後
の10年間程度）に整理した上で、段階的に実施し
ていく必要があるとしたうえ、短期施策として、
就学相談・就学先決定の在り方に係る制度改革の
実施、教職員の研修等の充実、当面必要な環境整
備の実施。「合理的配慮」の充実のための取組。
それらに必要な財源を確保して順次実施を挙げて
いる。また中長期施策として、短期の施策の進捗
状況を踏まえ、追加的な環境整備や教職員の専門
性向上のための方策を検討していく。最終的に
は、条約の理念が目指す共生社会の形成に向けて
インクルーシブ教育システムを構築していくこと
を目指すことが挙げられている。
　先行研究でも今後の特別支援教育を考えると
き、共生社会実現の一環としてインクルーシブ教
育制度、教育を受ける場の整備、特別支援教育を
充実させるための教職員の専門性向上、インク
ルーシブ教育システムの構築と教育における「合
理的配慮」、様々な専門職との協働（チームアプ
ローチ）・連携による地域支援体制作り等が課題
となっている。
　インクルーシブ教育は1994年にユネスコとスペ
イン教育科学達が共催し開催した「特別なニーズ
教育に関する世界大会」で提唱された理念で、同
大会では「すべての人の教育」として、また、多
様な子どもの教育を受ける権利を保障するものと
して、「特別ニーズ教育」も「インクルーシブ教
育」も、教育から排除されている子どもの教育を
受ける権利を保障するという流れの中で提唱され
たものである。2005年にユネスコが発表したイン
クルージョンのためのガイドラインのなかで、
「インクルージョン」は、「教育の内外における排
除をなくし、学習、文化とコミュニティにおける
参加を増大させることを通じて、すべての学習者
のニーズを明らかにし、その耐用性に対応するプ
ロセスである」と規定されている。先行研究にお
いてはインクルーシブ教育の推進において、上述
のようにトータルインクルーシブは現実的ではな
く、部分的なインクルーシブいわゆるパーシャル
インクルーシブが日本の現状には適しているとい
う意見もあれば、すべての子どもを一緒に教育す
るいわゆるトータルインクルーシブを国際的な動
向に合わせて進めるべきとの意見もある。
　上で述べてきたように特別支援教育制度は国の
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障害者政策の一環として、全体の方向性を踏まえ
ながら進められている。現在日本の障害者施策
は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等
しく基本的人権を享有するかけがえのない個人と
して尊重されるという理念にのっとり、全ての国
民が、障害の有無によって分け隔てられることな
く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す
る社会の実現を目指して進められている。ノーマ
ライゼーションの理念はその共生社会実現のため
の基になっている。インクルージョン或いはイン
クルーシブ教育理念はノーマライゼーションの障
害児を対象とする教育現場における具現化として
捉えることができる。「ノーマライゼーション」
は、デンマークのバンク・ミケルセン、スウェー
デンのニルジェーらによって提唱された理念で、
ニルジェー「生活環境や彼らの地域生活が可能な
限り通常のものと近いか、あるいは全く同じにな
るように、生活様式や日常生活の状態を、すべて
の知的障害や他の障害を持っている人たちに適し
たかたちで、正しく適用することを意味してい
る」と定義されている。国際的に1960年代から
1970年代にかけてノーマライゼーションが発展さ
れる際、日本においてはその推進がほとんど見ら
れず1981年国際障害者年以降ようやく政策理念と
して導入された。また、その理念が制度として具
現化するのは2006年障害者自立支援法が施行され
てからである。日本においてノーマライゼーショ
ンが政策理念及び具体的な制度としての普及、定
着するうえで高度経済成長期から進められてきた
既存の施設収容主義中心の政策の影響が大きいと
指摘せざるを得ない。ノーマライゼーションが思
想、理念から障害者福祉政策の実践として普及さ
れる際、発展すべき方向性として認識されながら
政策的決断による制度的転換が遅れたこと、住み
慣れた地域での自立生活を支援するための具体的
な支援体制の整備が伴わなかったため、具体的な
実践理論として定着が遅れたのである。
　特別支援教育が目指すインクルーシブ教育は差
別の撤廃を実質化したもので、今後目指すべき方
向性として認識されながらなかなか進まない状況
は且つてノーマライゼーションが日本で普及する
際の状況と近似している。上で述べてきたように
インクルーシブ教育とは「人間の多様性の尊重等
を強化し、障害のあるものがその能力等を最大限
に発達させ、社会に効果的に参加することを可能
とするため、障害のある者と障害のない者とが共
に学ぶ仕組み」のことである。共生社会実現のた
めには、インクルーシブ教育への転換のための政
策決断及びそれに伴う具体的な体制整備をどのく
らいの時間をかけて実現するのか等、主体的且つ
積極的な取り組みが求められている。
４．おわりに
　障害児教育を含めた障害者政策の国際的な指針
となっている障害者権利条約はインクルーシブ教
育の推進を教育政策の方向性として示しており、
各国が政策的理念としては共通理解を得られてい
るが、その具体的な推進には予算確保、教育指導
体制の整備等様々な課題が存在し、実質的な制度
転換があまり進んでないのが現状である。しか
し、且つてノーマライゼーションが思想、理念か
ら日本において障害者福祉政策の実践として普及
される際、発展すべき方向性として認識されなが
ら政策的決断による制度的転換が遅れたこと、住
み慣れた地域での自立生活を支援するための具体
的な支援体制の整備が伴わなかったため、具体的
な実践理論として定着が遅れた。このような経緯
を踏まえ、特別支援教育の今後の方向性について
は、既存の制度に障害児を対象とした教育を合わ
せるだけではなく、障害児及びその家族の立場か
らあるべき姿を検討する視点を持ち、政策決断に
よる予算編成、専門職の養成、教育指導体制整備
等早期のインクルーシブ教育への転換のための具
体的な措置が求められる。
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